
令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    行財政局 

事務事業名 芸術大学移転整備事業 

予  算  額 2,473,602 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 総務部 総務課（２２２－３０４５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 平成２５年３月に公立大学法人京都市立芸術大学から本市に対し，施設の狭あい化や耐震

不足等の解消を図るとともに，「芸術大学として一層の飛躍を目指したい」として，崇仁地

域への移転整備を希望する要望書が提出された。 

 これを受けて，本市において検討した結果，大学の発展はもとより，京都全体のまちづく

りの進展を図り，京都の都市格と魅力の向上につなげる観点から，平成２６年１月に，大学

を崇仁地域へ移転整備させる方針を固め，公表した。 

 平成２９年３月には，移転整備のコンセプトや事業規模，事業スケジュール等を盛り込ん

だ「京都市立芸術大学移転整備基本計画」を策定し，令和５年度の供用開始を目指して，移

転整備事業を進めることとしている。 

 

［事業概要］ 

 京都市立芸術大学の移転整備については，京プラン実施計画の重点戦略である「未来の担

い手育成戦略」の重点プロジェクトに位置付けられており，「京都市立芸術大学移転整備基

本計画」に基づき，令和５年度の供用開始を目指して，平成２９年度から設計に着手した。

平成３０年度に基本設計及び令和元年度に実施設計を完了し，令和２年度は，元崇仁小学校

の解体及び新キャンパスの建設工事に着手することとしている。 

 また，移転先である京都駅東部崇仁地域における移転整備プレ事業によって移転の機運が

高まってきており，今後芸術大学の移転が更に市民の目に見え，実感できるよう同事業を引

き続き実施する。 

 

＜事業内訳＞ 

 建設工事，元崇仁小学校の解体など（政策分）：２，４６８，０００千円 

 移転整備プレ事業：５，６０２千円 

 

＜事業スケジュール＞ 

 令和２～５年度：工事 

 令和５年度秋頃：供用開始 

 

＜移転整備事業費（債務負担行為）＞ 

 令和３～５年度：２５０億円 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    行財政局 

事務事業名 円滑かつ迅速な避難行動の推進及び情報発信の充実 

予  算  額 66,900 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 防災危機管理室（２２２－３２１０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

近年，水害・土砂災害が多発，激甚化している。災害時に市民の主体的な避難行動を促し，

被害を最小限に抑えるためには，災害時の避難情報等を様々な媒体等で，より分かりやすく

発信するほか，市と区役所・支所の災害対策本部間だけでなく，防災関係機関や事業者との

連携を強化し，災害対応力の更なる向上を図るとともに，日頃から市民一人ひとりの防災意

識を高め，適切な避難行動を理解していただく必要がある。 

 

［事業概要］ 

⑴ 防災情報ホームページ「京都市防災危機管理情報館」の機能強化 

  システム更新に合わせた機能強化（トップページやマップページなどのスマートフォン

用表示，ＧＰＳと連動した現在地表示，更新情報の多言語対応（英語，中国語（簡体字，

繁体字），韓国語を予定） 等） 

 

⑵ あらかじめ取るべき防災行動等を時系列で定める「タイムライン」の作成 

  多機関連携型タイムライン作成，個人の防災行動計画「マイ・タイムライン」作成支援・

普及 

 

⑶ 想定浸水深等を建物等に表示する「まるごとまちごとハザードマップ」の推進 

  洪水浸水想定区域内への浸水深表示板等の設置 

 ※ 洪水浸水想定区域のある１９１学区のうち，一部の学区で実施。(国管理河川区域は国

が実施)   

 

⑷ 災害時における分かりやすい避難所開設標識等の設置 

 ・指定避難所４２５箇所，指定緊急避難場所９箇所への避難所開設標識の配備 

 ・緊急避難広場４９箇所（うち標示板未設置３４箇所）への標示板の設置 

 

⑸ 帰宅困難者対策における情報連絡体制の充実 

  観光客等帰宅困難者の受入施設へのスマートフォンの配備（配備予定数：２１１台) 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

・防災情報ホームページのスマートフォン対応(専用アプリ含む)：１４市/２０政令市 

・タイムラインの他都市作成状況：６０４市町村/全国１，１７０市町村（Ｈ３１.３時点） 

・まるごとまちごとハザードマップ：１８１自治体/１，３４０自治体(Ｈ３０.９時点) 

・避難誘導標識等の設置：神戸市では，３６９施設，５６０箇所に設置 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    行財政局 

事務事業名 芸術大学における新たな授業料等減免制度の創設 

（高等教育の修学支援制度） 

予  算  額 83,200 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 総務部 総務課（２２２－３０４５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 住民税非課税世帯及びこれに準ずる世帯からの高等教育機関への進学を支援するため，給

付型奨学金と授業料等減免を合わせて措置する「大学等における修学の支援に関する法律」

が，令和元年５月１７日に公布され，令和２年４月１日から施行される（一部は公布日に施

行）。 

 本法律の施行に伴い，京都市立芸術大学においては，本制度の適用に必要な機関要件を整

備し，授業料等減免制度を実施する。 

 

※ 給付型奨学金については，独立行政法人日本学生支援機構が実施する。 

 

［事業概要］ 

 本市が設置する京都市立芸術大学における減免実施に要する財源を，運営費交付金として

措置する。  

 京都市立芸術大学の学部生（一定の要件あり）の授業料及び入学金について，非課税世帯

は「満額（入学金：２８２，０００円，授業料：５３５，８００円を上限とする）」，非課

税世帯に準ずる世帯は，非課税世帯の支援額の「２／３」又は「１／３」を支援する。 

 

※ 当該減免に要する経費については，文科省において地方負担の全額を地方交付税の 

 基準財政需要額に算入すると示されている。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 全国の国立，公立，私立大学及び短期大学１，０８５校のうち，１，０５４校が本制度の

対象機関となっており，うち公立については，１０６校全てが対象機関となっている。 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    行財政局 

事務事業名 災害救助法における救助実施市への指定 

（災害救助基金の積立て） 

予  算  額 160,200 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 防災危機管理室（２２２－３２１０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 救助実施市制度とは，一定規模以上の災害で災害救助法（以下「法」という。）が適用さ

れた場合，一般的に，法による救助は都道府県が実施し，市町村はこれを補助することとな

るが，国が指定する救助実施市は，救助の実施主体として自らの事務で被災者の救助を行う

ことを可能とする制度であり，大規模災害時における被災者の救助の円滑かつ迅速な実施を

図るため，平成３０年６月の法改正により創設（平成３１年４月施行）された。 

救助実施市は，救助の実施主体として，救助の程度，方法及び期間について，国が定める

基準に従いあらかじめ「一般基準」を定め，同基準に基づき救助を実施する。また，「一般

基準」では適切な救助の実施が困難な場合，国との直接協議により「特別基準」を定めるこ

とができることから，被災状況や被災者のニーズに合わせたきめ細かな救助の実施が可能と

なる。 

 本市では，令和２年４月の救助実施市の指定に向けて京都府等と協議を進めており，国へ

申請を行う予定である。 

 

 

［事業概要］ 

 救助実施市の指定に伴い，法による救助（避難所及び応急仮設住宅の供与等）に要する 

費用の支弁の財源に充てるため，災害救助基金を積み立てる。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 政令市２０市のうち，１０市（仙台市，川崎市，横浜市，相模原市，名古屋市※，神戸市，

岡山市，北九州市，福岡市，熊本市）が指定済み 

※ 名古屋市の救助実施市の効力発生日は令和２年４月１日予定 

 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    行財政局 

事務事業名 ＩＣＴ等を活用した働き方改革推進事業 

予  算  額 40,560 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 人事部 人事課（２２２－３２３２） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 少子高齢化に伴う労働力人口の減少，育児等で時間に制約のある職員の増加等が課題とな

る中，「徹底的な業務効率化による生産性の向上と高付加価値業務の強化」，「時間に制約

があっても職員一人ひとりが持ちうる能力を余すことなく発揮できる職場環境づくり」に取

り組み，複雑多様化した行政課題の対応など，市民サービスの更なる向上を目指すことが求

められている。 

 

［事業概要］ 

⑴ 単純かつ定型的な作業について自動化する「ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オート

メーション）」の本格導入 

 

⑵ 手書きや印刷された紙文書をイメージスキャナ等で読み取り，ＡＩの文字認識技術によ

りデータ化する「ＡＩ－ＯＣＲ」の本格導入 

 

⑶ 移動中や外勤先などに専用のＰＣを携帯し，執務室以外の場所でも業務を遂行できる「モ

バイルワーク」の試行実施（令和２年度は５台を導入予定）  

 

⑷ ＡＩの音声認識技術を活用して会議録作成の自動効率化を図る「会議録作成支援システ

ム」の継続実施  など 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

政令市２０市のうち，導入・実証実験を行っている都市数は以下のとおり 

 ・ＲＰＡ  １９市 

 ・ＡＩ－ＯＣＲ ８市 

 ・モバイルワーク １５市 

 ・会議録作成支援システム １２市 

 


